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（案） 

岐 賃 審 発  第  号 

令和 ７ 年９月８ 日 

岐 阜 労 働 局 長 

    原田 浩一 殿 

岐阜地方最低賃金審議会 

会長 栗山 知 

 

 

    岐阜県最低賃金改正決定に伴う中小企業・小規模事業者の賃上げ 

    実現に向けた支援施策等に関する政府への要望について（建議） 

 

 

当審議会は、標記に関し最低賃金法第２１条の規定に基づき建議する。 

 

               記 

 

岐阜県最低賃金の改正決定にあたって、当審議会の総意として、中小企業・小

規模事業者の賃上げ実現に向けた支援施策等に関する下記事項について政府に

対し要望する。 

 

１ 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げできる環境整備の必要性につい

ては労使共通の認識であり、政府の掲げる「賃上げと投資がけん引する成長型

経済の実現」と「持続的・安定的な物価上昇の下で、物価上昇を年１％程度上

回る賃金上昇を賃上げのノルム（社会通念）として我が国に定着」させるため

にも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意しつつ、生産性向上を図ると

ともに、官公需における対応や、価格転嫁対策を徹底し、賃上げの原資の確保

につなげる取組を継続的に実施するよう政府に対し強く要望する。 

 

２ 生産性向上の支援については、可能な限り多くの企業が各種の助成金等を

受給し、賃上げを実現できるように、政府の掲げる生産性向上等への支援や経

営支援の一層の強化を求める。特に、事業場内で最も低い時間給を一定以上引

き上げ、生産性向上に取り組んだ場合に支給される業務改善助成金について
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は、最低賃金引上げの影響を強く受ける中小企業・小規模事業者がしっかりと

活用できるよう充実するとともに、具体的事例も活用した周知等の徹底を要

望する。加えて、非正規雇用労働者の処遇改善等を支援するキャリアアップ助

成金、働き方改革推進支援助成金、人材確保等支援助成金等について、「賃上

げ」を支援する観点から、賃上げ加算等の充実を強く要望する。 

 

３ 中小企業・小規模事業者の賃上げの実現に向けて、官公需における対策等を

含めた価格転嫁・取引適正化の徹底、中小企業・小規模事業者の生産性向上、 

事業承継・Ｍ＆Ａ等の中小企業・小規模事業者の経営基盤の強化に取り組むと

ともに、地域で活躍する人材の育成と処遇改善を進める「中小企業・小規模事

業者の賃金向上推進５か年計画」の着実な実行を要望する。 

 

４ その際、経営強化税制、事業承継に係る在り方の検討、産業競争力強化法に

よる税制優遇など、予算や税制等のインセンティブ制度を通じ、中小企業・小

規模事業者の賃上げに向けた強力な後押しがなされることを強く要望する。 

 

５ 同時に、省力化投資促進プランの対象業種のみならず、幅広く、きめ細やか

な成長投資の後押し、販路開拓・海外展開の促進、マッチングの強化等の支援

策の充実と支援体制の整備を通じた中小企業・小規模事業者の生産性の向上

を進めるとともに、地域における消費の活性化等を通じ地域経済の好循環を

図ることを要望する。 

 

６ また、中小企業・小規模事業者がこれらの施策を一層活用できるよう、周知

等を徹底するとともに、運用の改善を図ることを要望する。 

 

７ 価格転嫁対策については、下請法改正法（中小受託取引適正化法）の成立を

受け、その施行に向けて、公正取引委員会の体制の抜本強化とともに、中小企

業庁・業所管省庁との連携体制を早期に構築し、各業所管省庁においても、同

法に基づく検査や問題事例への対処を適切に実施できるよう、執行体制の抜

本強化を要望する。 

 

８ とりわけ、価格転嫁率が平均よりも低い業種を中心に業所管省庁において

徹底的に業種別の価格転嫁状況の改善を図るため、中小企業庁による下請Ｇ

メン、公正取引委員会による優越Ｇメンといった省庁横断的な執行体制の強

化に加え、中小企業庁・公正取引委員会から具体的な執行・業務のノウハウの

共有を行った上で、業種別のＧメン等を通じた取引環境改善の枠組みを価格
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転嫁率が低く課題の多い業種を所管する業所管省庁全体へと広げる等、十分

な規模での執行体制を構築することを要望する。また、パートナーシップ構築

宣言について、取引適正化に関する自主行動計画を制定している各業界団体

の役員企業に対して宣言を働き掛けるとともに、生産性向上関連の補助金に

おける加点措置を拡充すること等により、宣言の更なる拡大を図ることを要

望する。サプライチェーンの深い層まで労務費転嫁指針の遵守が徹底されて

いるかを重点的に確認し、必要に応じ更なる改善策を検討するとともに、更な

る周知徹底に取り組むことを要望する。 

 

９ さらに、ＢtoＣ事業では相対的に価格転嫁率が低いといった課題があるた

め、消費者に対して転嫁に理解を求めていくよう要望する。 

 

10 いわゆる「年収の壁」への対応として、「年収の壁・支援強化パッケージ」

の活用を促進することを要望する。加えて、行政機関が民間企業に業務委託を

行っている場合に、年度途中の最低賃金額改定によって当該業務委託先にお

ける最低賃金の履行確保に支障が生じることがないよう、発注時における特

段の配慮を要望する。 

 

以上 
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令和７年８月４日 

 

厚生労働大臣 福岡 資麿 殿 

 

中央最低賃金審議会 

会長 藤村 博之 

 

 

令和７年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申） 

 

令和７年７月 11 日に諮問のあった令和７年度地域別最低賃金額改定の目安について、 

下記のとおり答申する。 

 

記 

 

１ 令和７年度地域別最低賃金額改定の目安については、その金額に関し意見の一致をみる

に至らなかった。 

２ 地方最低賃金審議会における審議に資するため、上記目安に関する公益委員見解（別紙

１）及び中央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告（別紙２）を地方最低賃金審議会

に提示するものとする。 

３ 地方最低賃金審議会の審議の結果を重大な関心をもって見守ることとし、同審議会にお

いて、別紙１の２に示されている公益委員の見解を十分参酌され、自主性を発揮されるこ

とを強く期待するものである。 

４ 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げできる環境整備の必要性については労使共通

の認識であり、政府の掲げる「賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現」と「持続的・

安定的な物価上昇の下で、物価上昇を年１％程度上回る賃金上昇を賃上げのノルム（社会

通念）として我が国に定着」させるためにも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意

しつつ、生産性向上を図るとともに、官公需における対応や、価格転嫁対策を徹底し、賃

上げの原資の確保につなげる取組を継続的に実施するよう政府に対し強く要望する。 

５ 生産性向上の支援については、可能な限り多くの企業が各種の助成金等を受給し、賃上

げを実現できるように、政府の掲げる生産性向上等への支援や経営支援の一層の強化を

求める。特に、事業場内で最も低い時間給を一定以上引き上げ、生産性向上に取り組んだ

場合に支給される業務改善助成金については、最低賃金引上げの影響を強く受ける中小

企業・小規模事業者がしっかりと活用できるよう充実するとともに、具体的事例も活用し

た周知等の徹底を要望する。加えて、非正規雇用労働者の処遇改善等を支援するキャリア

アップ助成金、働き方改革推進支援助成金、人材確保等支援助成金等について、「賃上げ」

を支援する観点から、賃上げ加算等の充実を強く要望する。 

６ また、中小企業・小規模事業者の賃上げの実現に向けて、官公需における対策等を含め
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た価格転嫁・取引適正化の徹底、中小企業・小規模事業者の生産性向上、事業承継・Ｍ＆

Ａ等の中小企業・小規模事業者の経営基盤の強化に取り組むとともに、地域で活躍する人

材の育成と処遇改善を進める「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画」の着

実な実行を要望する。 

７ その際、経営強化税制、事業承継に係る在り方の検討、産業競争力強化法による税制優

遇など、予算や税制等のインセンティブ制度を通じ、中小企業・小規模事業者の賃上げに

向けた強力な後押しがなされることを強く要望する。 

８ 同時に、省力化投資促進プランの対象業種のみならず、幅広く、きめ細かな成長投資の

後押し、販路開拓・海外展開の促進、マッチングの強化等の支援策の充実と支援体制の整

備を通じた中小企業・小規模事業者の生産性の向上を進めるとともに、地域における消費

の活性化等を通じ地域経済の好循環を図ることを要望する。 

９ また、中小企業・小規模事業者がこれらの施策を一層活用できるよう、周知等を徹底す

るとともに、運用の改善を図ることを要望する。 

10 価格転嫁対策については、下請法改正法（中小受託取引適正化法）の成立を受け、その

施行に向けて、公正取引委員会の体制の抜本強化とともに、中小企業庁・業所管省庁との

連携体制を早期に構築し、各業所管省庁においても、同法に基づく検査や問題事例への対

処を適切に実施できるよう、執行体制の抜本強化を要望する。 

11 取り分け、価格転嫁率が平均よりも低い業種を中心に業所管省庁において徹底的に業種

別の価格転嫁状況の改善を図るため、中小企業庁による下請Ｇメン、公正取引委員会によ

る優越Ｇメンといった省庁横断的な執行体制の強化に加え、中小企業庁・公正取引委員会

から具体的な執行・業務のノウハウの共有を行った上で、業種別のＧメン等を通じた取引

環境改善の枠組みを価格転嫁率が低く課題の多い業種を所管する業所管省庁全体へと広

げる等、十分な規模での執行体制を構築することを要望する。また、パートナーシップ構

築宣言について、取引適正化に関する自主行動計画を制定している各業界団体の役員企

業に対して宣言を働き掛けるとともに、生産性向上関連の補助金における加点措置を拡

充すること等により、宣言の更なる拡大を図ることを要望する。サプライチェーンの深い

層まで労務費転嫁指針の遵守が徹底されているかを重点的に確認し、必要に応じ更なる

改善策を検討するとともに、更なる周知徹底に取り組むことを要望する。 

12 さらに、ＢtoＣ事業では相対的に価格転嫁率が低いといった課題があるため、消費者に

対して転嫁に理解を求めていくよう要望する。 

13 また、いわゆる「年収の壁」への対応として、「年収の壁・支援強化パッケージ」の活

用を促進することを要望する。加えて、行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合

に、年度途中の最低賃金額改定によって当該業務委託先における最低賃金の履行確保に

支障が生じることがないよう、発注時における特段の配慮を要望する。 
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岐阜地方最低賃金審議会 特定最低賃金専門部会運営規程（案） 

第１条  この規程は、岐阜地方最低賃金審議会特定最低賃金専門部会（以下「専門部会」という。）の議 

    事に関し、最低賃金法及び最低賃金審議会令に定めるもののほか、必要な事項について定めるもの 

    である。 

第２条  専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認めたときのほか、岐阜労働局長 

    （以下「局長」という。）又は３人以上の委員から開催の請求があったとき、部会長が招集する。 

２  前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合は、付議事項及び希望期 

  日を遅くとも当該期日の５日前までに、部会長に通知しなければならない。 

３  部会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむを得ない場合のほか、遅くとも３日前ま 

  でに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長に通知するものとする。 

４  部会長は、専門部会の円滑な運営を図るため、必要に応じて公益会議、公労会議又は公使会議 

  を開催することができる。 

第３条  部会長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受信により、相手の状態

を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。次項においても同じ。）を利用する方

法によって、会議に出席することができる。 

２  テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第６条第６項により準

用する同令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 

３  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を部会長に適当な方法

で通知しなければならない。 

第４条  部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２  委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許可を受けるものとする。 

３  専門部会は、部会長が必要であると認めるときは、委員でない者の説明又は意見を聴くことが 

  できる。 

第５条  会議は原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼすお 

    それがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意 

    見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、会議を 

    非公開とすることができる。 

２  部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置を取ること 

  ができる。 

第６条  会議の議事については、議事録を作成するものとする。 

２  議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の 

  保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれ 

  がある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場 

  合には、部会長は、議事録の一部又は全部を非公開とすることができる。 

３  議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

第７条  部会長は、専門部会において最低賃金法及び最低賃金審議会令に基づいて議決を行ったときは、 

    その都度、岐阜地方最低賃金審議会会長に報告するものとする。 

第８条  この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、専門部会の議決に基づいて行 

    う。 

第９条  この規程の改廃は、専門部会の議決に基づいて行う。 

附 則  この規程は、令和 年 月 日から施行する。 
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最低賃金審議会議事録のホームページ掲載について 

 

 １．岐阜地方最低賃金審議会 

 議事録を作成しホームページに掲載する。 

 ２．岐阜県最低賃金専門部会 

 議事録を作成しホームページに掲載する。 

（公益・労働者、公益・使用者の二者協議を除く。） 

 ３．特定最低賃金専門部会 

 議事録を作成しホームページに掲載する。 

（公益・労働者、公益・使用者の二者協議を除く。） 

  

 ４．運営小委員会 

 議事録を作成しホームページに掲載する。 

 ５．資料等について 

   議題と資料目次及び資料をホームページに掲載する。 

 ６．その他 

   ・公文書管理法の施行により、保存期間を超えた文書については、国立公文書館に 

   移管することとなっているため、ホームページの掲載は国立公文書館に移管される 

   までの間とする。（作成年度の翌年度から１０年間） 

   ・上記１～４の審議会等の議事録作成に時間を要する場合は、審議会等の終了後、 

   ２週間以内に議事要旨をホームページに掲載する。 

 

   （下線部分追加） 
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都道府県名 目安ランク
引上げ額
【円】

発効年月日

北海道 Ｂ 1,075 (1,010) 65 令和7年10月4日
青　森 Ｃ 1,029 (953) 76 令和7年11月21日
岩　手 Ｃ 1,031 (952) 79 令和7年12月1日
宮　城 Ｂ 1,038 (973) 65 令和7年10月4日
秋　田 Ｃ 1,031 (951) 80 令和8年3月31日
山　形 Ｃ 1,032 (955) 77 令和7年12月23日
福　島 Ｂ 1,033 (955) 78 令和8年1月1日
茨　城 Ｂ 1,074 (1,005) 69 令和7年10月12日
栃　木 Ｂ 1,068 (1,004) 64 令和7年10月1日
群　馬 Ｂ 1,063 (985) 78 令和8年3月1日
埼　玉 Ａ 1,141 (1,078) 63 令和7年11月1日
千　葉 Ａ 1,140 (1,076) 64 令和7年10月3日
東　京 Ａ 1,226 (1,163) 63 令和7年10月3日
神奈川 Ａ 1,225 (1,162) 63 令和7年10月4日
新　潟 Ｂ 1,050 (985) 65 令和7年10月2日
富　山 Ｂ 1,062 (998) 64 令和7年10月12日
石　川 Ｂ 1,054 (984) 70 令和7年10月8日
福　井 Ｂ 1,053 (984) 69 令和7年10月8日
山　梨 Ｂ 1,052 (988) 64 令和7年12月1日
長　野 Ｂ 1,061 (998) 63 令和7年10月3日
岐　阜 Ｂ 1,065 (1,001) 64 令和7年10月18日
静　岡 Ｂ 1,097 (1,034) 63 令和7年11月1日
愛　知 Ａ 1,140 (1,077) 63 令和7年10月18日
三　重 Ｂ 1,087 (1,023) 64 令和7年11月21日
滋　賀 Ｂ 1,080 (1,017) 63 令和7年10月5日
京　都 Ｂ 1,122 (1,058) 64 令和7年11月21日
大　阪 Ａ 1,177 (1,114) 63 令和7年10月16日
兵　庫 Ｂ 1,116 (1,052) 64 令和7年10月4日
奈　良 Ｂ 1,051 (986) 65 令和7年11月16日
和歌山 Ｂ 1,045 (980) 65 令和7年11月1日
鳥　取 Ｃ 1,030 (957) 73 令和7年10月4日
島　根 Ｂ 1,033 (962) 71 令和7年11月17日
岡　山 Ｂ 1,047 (982) 65 令和7年12月1日
広　島 Ｂ 1,085 (1,020) 65 令和7年11月1日
山　口 Ｂ 1,043 (979) 64 令和7年10月16日
徳　島 Ｂ 1,046 (980) 66 令和8年1月1日
香　川 Ｂ 1,036 (970) 66 令和7年10月18日
愛　媛 Ｂ 1,033 (956) 77 令和7年12月1日
高　知 Ｃ 1,023 (952) 71 令和7年12月1日
福　岡 Ｂ 1,057 (992) 65 令和7年11月16日
佐　賀 Ｃ 1,030 (956) 74 令和7年11月21日
長　崎 Ｃ 1,031 (953) 78 令和7年12月1日
熊　本 Ｃ 1,034 (952) 82 令和8年1月1日
大　分 Ｃ 1,035 (954) 81 令和8年1月1日
宮　崎 Ｃ 1,023 (952) 71 令和7年11月16日
鹿児島 Ｃ 1,026 (953) 73 令和7年11月1日
沖　縄 Ｃ 1,023 (952) 71 令和7年12月1日

全国加重平均額 1,121 (1,055) 66

令和７年度地域別最低賃金額改定状況
改定額【円】

（　）内は改定前の額
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